
年末調整の準備資料について 

 

 今年も年末調整の季節となり、税務署から事業所に年末調整関係書類も届いていることだと思います。 

令和元年の年末調整について昨年と変更点はありませんが、令和２年の年末調整が大きく変わるためそ

の準備資料（令和 2 年分扶養控除等申告書の様式）も変更となっております。また令和 2 年分からの年

末調整手続きの電子化に向けた取り組みも始まります。（詳しくは年末調整のしおりの 5,6 頁を参考にし

てください） 

 

年末調整の封筒の中の必要準備書類 

 

１．扶養控除等（異動）申告書（令和 2 年分 1 枚） 

２．保険料控除申告書              ※各申告書は必要な人数分をコピーしてください 

３．配偶者控除申告書 

 

１．令和 2 年分扶養控除等（異動）申告書 

この書類は甲欄で源泉所得税の計算を行う方の記入作成が必要となります。別紙の記載例を参考に

記入をお願いします。中段は源泉控除対象配偶者または扶養する親族（16 歳以上）などがいる場合

に記入をします。下段は 16 歳未満の扶養親族がおられる方は記入をお願いします。その下に今回か

ら単身児童扶養者欄が新設されていますので、該当する方は記入をお願いします。 

 

２．保険料控除申告書 

本年中（令和元年）に、あなた自身が支払った保険料がある場合に記入をします。 

記入した保険料については、保険会社が発行する「証明書」を添付してください。 

また給与から控除される社会保険料以外に国民健康保険や国民年金保険を支払われている方、小規

模企業共済などの掛金を支払われている方についてもその記入をしていただきます。小規模企業共

済や確定拠出年金についても控除証明書の提出を忘れないようにしてください。 

 

３．配偶者控除等申告書 

控除の対象となる配偶者がおられる方はこの申告書の提出が必要です。この申告書については、 

・控除対象となる配偶者がいない方 

・本人の給与年収が 1,220 万円を超えている方 

・配偶者の給与年収が 201 万 6,000 円以上（所得が 123 万円以上） 

のいずれかに該当する方は作成の必要はありません。 

記入の順序は、自分の氏名・住所、配偶者の氏名・生年月日等必要事項を記入したら、「あなたの合

計所得金額（見積額）欄」→「あなたの本年中の合計所得金額の見積額欄」→「配偶者の合計所得金

額（見積額）欄」→その上の見積額の判定欄にチェックをしていただき、下段の所得額の計算欄で区

分Ⅰと区分Ⅱから算定して、配偶者控除もしくは配偶者特別控除の額を記入してください。 

 

 

 



○前年以前に住宅ローン控除の確定申告をされた方で、年末調整にて住宅ローン控除を受ける方は、 

  ・税務署が発行する平成 31 年分の 「給与所得者の住宅借入金等特別控除申告書」 

  ・借入をしている金融機関が発行する 「住宅資金に係る借入金の年末残高証明書」 

の添付をお願いいたします 

 

○今年中途入社された方へ 

 会社に中途入社された方で、本年中に他の会社からの給与収入があった方は、前の会社の源泉徴収票を 

 提出してください。提出が無い場合には年末調整の計算ができませんので、自分で確定申告により精算 

 を行っていただくことになります 

 

なお医療費控除、寄付金控除、初年度分の住宅ローン控除については年末調整でなく確定申告が必要で 

すので、対象の方がいる場合には当事務所までお知らせください。 

 

 今年の年末調整は前年以前と変わりはありませんが、令和 2 年分から適用される源泉所得税に関する 

改正事項は以下のものがあります。 

 

 ・給与所得控除の改正 

 ・基礎控除の改正 

 ・所得金額調整額の創設 

 ・各所得控除等を受けるために扶養親族等の合計所得金額要件等の改正 

 ・住宅借入金等特別控除額の改正 

 

 

最後に、 

年末調整は本年の最後に支給する給与をもとに行うことになっており、その給与の支給時に精算する会

社、翌年の給与支払時に精算する会社とその時期は様々です。ただし税務署には年末調整で発生する税額

を翌年の 1 月 10 日（納期特例申請の場合には 1 月 20 日）に納付しなければなりませんので、できるだ

け 12 月中にその計算を終えておきたいと考えております。そのため年末調整の準備資料及び各控除証明

書類についても早めに提出をしていただくため、会社はそれぞれの従業員の方から早めに年末調整関係

資料をお預かりしていただきますようお願いいたします。 

 

 

[参考] 単身児童扶養者とは 

・児童扶養手当の支給を受けている児童の父または母である方 

・現に婚姻をしていない方または配偶者の生死の明らかでない方 

・児童扶養手当の対象児童の総所得金額等の合計額が 48 万円以下 

の 3 つの要件をすべて満たしている方をいいます。 

 

小松原税理士事務所 
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令和元年分給与所得者の保険料控除申告書の記載例

給与の支払者:::：：所轄税務署長を配載します。

税務署長給与の支払者の ワタナベ タダシ
称（氏名） 株式会社 0000 （フリガナ）

あなたの氏名

麹町 悶与の支払者の
※この市令書の担出を受けた給与の支払者1個人を除きます。 ）が配載してく→ 渡辺 正 ® i?だ．、

人番号 1111212131314141515161617
あなたの住所

1 

9ム _,_. ‘'ヌ - - \．．．．．．....9/ ® 
この申告書を受理した給与の支払看が、給与の支払看の 保険金等の受取人はあなた 保険料控除証明書等に記載 保険等の対象となった家屋等に居住又は家財
法人番号を付配します。給与の支払看が偏人の場合は、 本人又はあなたの配偶看や され ている新旧区分を記載 を利用している人は、あなた又はあなたと生
給与の支払者の僧人番号を付記する必要はありません。 親族であることが必要です。 してください。 計を一にする親族であることが必要です。 等 の ◎ 

取 の の氏名地衷保険料あなたが本年中に女払った衿与の
＝ 又 は 文 係険●等のうち、左構の区分 ‘ロ

の 年余金等の控除後の金割） 支払者の 工ご 保 又は1日長期 に係る金額（分配を受1)這 支払者の
の 名 称 種 類；金 支ぢ契約者の氏 の 名 称種類（目的）期間等の対象となった家あ な た 損客保険料余金等のい除後の金額）氏 名あなたとの区 確認印 に居住又は家財をと の 区分 確認 し

続 柄 a 利 ている者笞の氏名紐柄 ® の

●●生令 養老 10年渡
‘ ;

人
｀ ＇、 新1日

(a)

25,000
円

渡辺正 地震 円 申

地 XX火災は（え物） 5年 • 42,000 告

般●●生命 養老 10年 同土—--- ----—同士 —--— 同-�新◎
a

80,ooo 震 の同上本人旧長期 書

渡辺正 地震 記
支払った保険料の新旧区分ごとの

/ I 2s,ooo円X1/2 + 10,000円 80,000円X1/4 + 25,000円
保 ▲▲火災積立傷害12年 ・ 1 4.800 載

合計金額を記載してください。 ヽ 険 同上本人旧長期 に
=22,500円 =45,000円 当

保
, 【1tt算式I （新保険料等用）】 【1tt算式Il （旧保険料等用）】 料 ®のうち地震保険科の金額の合計額 @ 42,000 た

円 っ
険(a)のうち斬録麟料A Aヴ金額を下の計算式 1 （新保険 （最高40,000円） （最高40,000円）

控① 22,500 ①＋ ② ） ③ 40.000 P11 I :1 ®のうち旧長期損害保険料の金額の合計額 て
書の金額の合1tiijA 25,000円

料等用）に当てはめて計算し た金額 © 1 4,800 は科 円 除
(a)のうちl"""’B

に Bの金額を下の計算式 n（旧保険 （最高50,000円） ② と ③のいずれ ⑧の （最高50,000 ©の 金 額(©の 金 額が 最 15,000円） ‘ 
事の金額の合i+iilB 80,000

円
料等用）に当てはめて計笠し た合額 ② 45.ood 円 か大きい金 額 © 45,000

円命 金額 42,000 円
十 10,000 円を超える場合は

、 1 2,400 円 裏

介 ●●生令 ）で） ー （a) 円 地虔 保険 料 © X 1/2+5,000 円 ） ，·, 面

4 控除額 の
保護

、 80,000 （最高50,000円）

80,000円X1/4 + 20,000円 (a)医 地震保険料の金額の合計額14,800円�1/2+5,000円 ＝
50,000

円
悶

験療 ＝ 控除額（最高50,000円） ＝12,400円
保 =40,000円 を
険 【計算式I （新保険料等用）】 （最40,000円） お

料 料 (a)の金額の合計額 C80,000
円

し；后界に「］むた金額 ◎ 40,000 円 ： 凸誓: 悶
険料

名
支 払

靡
保険料を

氏
負担

：
ること1

42,000円＋12,400円 読
a 円 =54,400円⇒最高50,000円 み

控個●●生令 00年八 渡
‘

五 30年
保 く

支払●約日R17• 7. 1 
新1日 qo,ooo 険 国民年金保険料などのようにあなたが直接支払った社会保険料を記載

出ば芯安琵予 00年合 30年 屈士—ーー一；；•-長屯ァ知新i a
2Q..

臼oa 料 します。給料から差し弓［かれた社会保険料は記載しません。 ぃt 
金 ‘‘9 90,000円⇒最高40,000円 30,000円X1/2＋12,500円=27,500円

‘‘ 【計算式I （新保険料等用）】 【計算式Il （旧保険料等用）】
保 (a)のうち斬観験麟 （最高40,000円） （最高40,000円）
険書の金額の合計額 D 90,000 む悶百にザ品L門芸④ 46.ooo ・ ④ ＋ ⑤）⑥ 40,000 円 ；
料(a)のうち旧畏麟麟 Eの金額を下の計算式rr (I日保険 （最高50,000円）

⑤と ⑥のいずれ
鴫の金額の合計額 E 30,000 料等用）に当てはめて計算し た金額 ⑤ 27.50d 

円
ヵ、大きい金 額 ◎ 40,000 円

企
槙 独立行政法人中小企業基盤整備機構の共済契約の掛金

円
I 保〖 ＇ 用 ※ ＂ 式11 旧保 ＇ 用）※ 生命保険料控除額 彙 確定拠出年金法に規定する企業型年金加入者掛金

計（⑦+＠ 十 ◎）A、C又はDの金額 控除額の計算式 B又はEの金額 控除額の計算式 （最高120,000円） llF 確定拠出年金法に規定する個人型年金加入者掛金
20,000円 以下 A、C又はDの全額 25,000 円 以下 B又はEの全額 等
20,001円から40,000 円まで(A、C又はD)X1/2+10,000 円 25,001 円から50,000 円まで(B又はE)Xl/2+12,500円 螢 心身障害者扶養共 済制度に関す る契 約 の 掛 金
40,001円から80,000 円まで(A、C又はD)X1/4+20,000 円 50,001 円から100,000円まで(B又はE)Xl/4+25,000円 1 20,000 金

控
80,001円 以上 一律に40 ,000円 l00,001円 以上 一律に50,000 円 円 合計（控除額）

※ 控除額の計算において算出した金額に1 円未満の端数があるときは、その端数を切り上げます。

| （源泉微収墓務看の方へ）支払った保険料等の金額の合計額［ニコを源泉微収票の所定の欄に転配してください。1 図：：；ば問；g;悶翌。は古
◎40,000円

令和元年分 給与所得者の保険料控除申告書

合計（控除額）
円

種 類 あなたが本年中に妥
払 った掛金の 金額

円

円一

ᶮ ⅍



。

(5)

(6)

(1) ～ (7) の 合 計 額

(7)

(4)

(ⓐ－ⓑ)

(ⓐ－ⓑ)

◎

こ
の
申
告
書
の
記
載
に
当
た

っ
て
は

、
裏
面
の
説
明
を
お
読
み
く
だ
さ
い

。

380,000円 380,000円

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

110万円超○
115万円以下

(ⓐ－ⓑ)

90万円超○
95万円以下

A
（左のＡ～Ｃを記載）

②

（左の①～④を記載）85万円超123万円以下

所 得 の 種 類 所 得 金 額

100万円超○
105万円以下

105万円超○
110万円以下

(ⓐ－ⓑ)

0

あ
な
た

の
合
計
所

得

金

額

（
見

積

額

）

不 動 産 所 得

※ 「配偶者控除の額」又は「配偶者特別控除の額」
については、左の表を参考に記載してください。

配偶者特別控除の額

配偶者控除の額

円

円

120万円超○
123万円以下 380,000

260,000円 240,000円

（退職所得控除額）

(ⓐ－ⓑ)

(ⓐ-ⓑ)×1/2又は(ⓐ-ⓑ)

① ② ③ 85万円超○
90万円以下

130,000円

控

除

額

の

計

算

所 得 の 種 類

(ⓐ－ⓑ)

(2)事 業 所 得

木村　春子

雑 所 得

配 当 所 得

判

定
□

①

②

③

☑

□

（ フ リ ガ ナ ）
氏 名

区分
Ⅱ

④

38万円以下かつ年齢70歳以上（昭25.1.1以前生）

配　偶　者　特　別　控　除

38万円以下かつ年齢70歳未満

38万円超85万円以下

0

④（*2の見積額を参照してください。）

区 分 Ⅱ

（うち特別控除額 　円） （うち特別控除額 　円）

給 与 所 得

事 業 所 得

95万円超○
100万円以下

（一時所得又は長期譲渡所得は1/2）

円

□

（退職所得控除額）

115万円超○
120万円以下

(1)

雑 所 得 (3)

9

(1)

(2)

収 入 金 額 等 ⓐ

130,000円 120,000円 110,000円 90,000円

210,000円

個 人 番 号 配偶者の本年中の合計所得金額の見積額生 年 月 日

（注）　給与所得の「所得金額」の計算に当たっては、裏面の「３　所得の区分」の【①給与所得】を参考にしてください。

配
偶
者

の
合
計
所

得

金

額

（
見

積

額

）

所 得 金 額

(ⓐ-ⓑ)×1/2又は(ⓐ-ⓑ)

必 要 経 費 等 ⓑ

給 与 所 得

不 動 産 所 得

退 職 所 得

(1) ～ (6) 以 外
の 所 得

配 当 所 得

収 入 金 額 等 ⓐ

(ⓐ－ⓑ)

6,153,000

※ この申告書の提出を受けた給与の支払者（個人は除きます。）が記載してください。

東京都千代田区神田錦町３－３

(フ リ ガ ナ)
あ な た の 氏 名

区分
Ⅰ

950万円超1,000万円以下（Ｃ）900万円超950万円以下（Ｂ）900万円以下（Ａ）

キムラ  　トオル

木村　徹
あ な た の 住 所
又 は 居 所 東京都江東区有明３－１－１

㊞

□

2 8776655443

円

◎ あなたの合計所得金額の見積額が1,000万円を超える場合又は配偶者の合計所得金額の見積額が123万円を超える場合は、配偶者控除又は配偶者特別控除の適用を受けることができません。
◎ 合計所得金額の見積額の計算に当たっては、下表「合計所得金額の見積額の計算表」をご利用ください。

60,000円 30,000円

40,000円 20,000円

70,000円 60,000円 40,000円 20,000円 10,000円

160,000円 110,000円

80,000円180,000円 140,000円 110,000円

480,000円

320,000円

160,000円

210,000円310,000円 260,000円

260,000円

令和元年分 給与所得者の配偶者控除等申告書

⇒上記の*2欄
に 転 記 して
く だ さ い 。

⇒上記の*1欄
に 転 記 して
く だ さ い 。

円 円円 円
8,170,000 6,153,000

（一時所得又は長期譲渡所得は1/2）

税務署長

給 与 の 支 払 者 の
所 在 地 ( 住 所 )

給 与 の 支 払 者 の
法 人 番 号

給 与 の 支 払 者 の
名 称 ( 氏 名 ) ○○○○　株式会社 所轄税務署長

神田

6,153,000

合

計

所

得

金

額

の

見

積

額

の

計

算

表

(1) ～ (7) の 合 計 額

必 要 経 費 等 ⓑ

退 職 所 得

(1) ～ (6) 以 外
の 所 得

32

配　偶　者　控　除

360,000円

配

偶

者

□

あ な た と 配 偶 者 の 住 所 又 は 居 所 が
異なる場合の配偶者の住所又は居所

老 人 控 除

対 象 配 偶 者
（昭25.1.1以前生）

非居住者で

ある配偶者

判 定 ☑
あ な た の 本 年 中 の
合 計 所 得 金 額 の 見 積 額

区
分
Ⅰ

Ａ

Ｂ

Ｃ

摘 要

4年48
45678 890123
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所得者本人の合計所得金額の見積
額が900万円以下で、配偶者の合計
所得金額の見積額が38万円以下（
収入がない場合）かつ年齢70歳未
満の場合

※ 夫婦の双方がお互いに配偶者特別控除を受けることはできません。

給与の支払者の所在地等の
所轄税務署長を記載します。

左の「あなたの本年中の合計所
得金額の見積額」に該当する判
定結果にチェックをします。

配偶者が非居住者である場合に○
を付けます。
※親族関係書類の添付等が必要で
す（扶養控除等申告書を提出した
際に添付等をしている場合には、
不要です。）。

下の「合計所得金額の見積額の計算表」の「配偶者の合
計所得金額（見積額）」欄で計算し求めた合計所得金額
を記載します（配偶者に収入がない場合は、「０」を
記載します。）。
※配偶者の所得が給与所得だけで、給与の収入金額が
2,015,999円を超える場合は、合計所得金額が123万円を
超えるため、配偶者控除及び配偶者特別控除の適用を受
けることはできません。

配偶者の年齢及び上の「配偶者の本年中
の合計所得金額の見積額」から、該当す
る判定結果にチェックをします。

区分ⅠがＡ、区分Ⅱが②のため、
対象となる控除は配偶者控除と
なり、控除額は380,000円になり
ます。

直近の源泉徴収票や給与明細書を参考にして
見積もった令和元年中の収入金額を記載しま
す（給与の収入がない場合は、記載不要です
。）。

裏面の「３　所得の区分」の【①給与所得】
を参考に計算した所得金額を記載します（給
与の収入がない場合は、記載不要です。）。

「配偶者控除の額」欄に、
380,000円を記載します。

配偶者に収入がない場合は、この「⑴～⑺の合計額」欄に
「０」を記載します（「給与所得⑴」欄などに「０」を記
載する必要はありません。）。

この申告書を受理した給与の支払者が、給与の支払者の
法人番号を付記します。給与の支払者が個人の場合は、
給与の支払者の個人番号を付記する必要はありません。

控除の対象となる
配偶者の個人番号
を記載します。 配偶者が非居住者である場合に送金金額等

を記載します。
※送金関係書類の添付等が必要です。

下の「合計所得金額の見積額の計算表」の「あなたの合
計所得金額（見積額）」欄で計算し求めた合計所得金額
を記載します。
※あなたの所得が給与所得だけで、給与の収入金額が
12,200,000円を超える場合は、合計所得金額が1,000万
円を超えるため、配偶者控除及び配偶者特別控除の適用
を受けることはできません。

左の判定結果を記載します。

左の判定結果を記載します。

直近の源泉徴収票や給与明細書
を参考にして見積もった令和元
年中の収入金額を記載します。

裏面の「３　所得の区分」の【①
給与所得】を参考に計算した所得
金額を記載します。
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